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I　はじめに
　労働力調査 H22 年４～６月平均速報値（総
務省統計局 HP）から事実を見ておこう。
【雇用者（役員を除く）】
・雇用者（役員を除く）（5083 万人）のうち、
正規の職員・従業員は 3339 万人と、前年同期
に比べ 81 万人の減少。
　非正規の職員・従業員は 1743 万人と、58 万
人の増加。
　非正規の職員・従業員のうち、パート・アル
バイトは 1184 万人と、56 万人の増加
【完全失業者】
・完全失業者（349 万人）のうち、失業期間が「３
か月以上」の者は 221 万人と、前年同期に比べ
17 万人の増加。このうち「１年以上」は 118
万人と、21 万人の増加」
　雇用者数で非正規の職員・従業員数を割ると、 
1743 ÷ 5083 ＝ 34.3％で、１／３を超えている。
完全失業者は 349 万人で前年同月に比べ２万人
増加した。完全失業率は 5.3％で前年同月に比
べ 0.1 ポイント上昇した。なおこの調査は毎月
行われるが、調査対象は約１万世帯で毎年２月
に行われる基本調査の約４万世帯から、この約
１万世帯が抽出されている。４半期および年平
均が公表される。
　なお、非正規の職員・従業員（1743 万人）中、
パート・アルバイトは 1184 万人で、前年同期
に比べ 56 万人増。４期連続の増加。労働者派
遣事業所の派遣社員は 90 万人と、15 万人減少。
６期連続の減少。契約社員・嘱託は 332 万人と、
14 万人の増加。２期連続増。
　労働者派遣法の改正は今国会では見送られる
ようである。（2010. 11. 時点）。また、深刻な長
期失業者について見ておくと、平成 22 年１～
３月のデータだが、失業期間が「３か月以上」
のうち、「１年以上」の者は 114 万人と、23 万
人増加しており、失業が長期化している。この
うち 15 歳～34 歳の人が 48 万人で最多である。
34～54 歳が 48 万人、55 歳以上では 24 万人で
ある。先のデータは４月～６月のもので、１月
～３月と比べ既に４万人増加している。
　こうした正規従業員と非正規従業員ではサラ
リーに大きな差異がある。これは、そのまま所
得格差と言ってよいか。格差については橘木俊
詔氏の一連の著作から大いに注目されてきた。
「日本の経済格差」、1998 年。「家計から見る日
本経済」、2004 年。以上、岩波書店。「封印さ
れる不平等」、東洋経済新報社、2004 年。「脱
フリーター社会」、同社、2004 年、「消費税 15
％による年金改革」、同社、2005 年。「格差社会」、
岩波書店、2006 年、等々。触発されて多くの
研究が出てきたのは周知であろう。批判的検討
としては、大竹文雄、「日本の不平等」、日本経
済新聞社、2005 年、がある。また、統計を包
括的に検討して、小塩隆士、「再分配の厚生分
析」、日本評論社、2010 年は以下の事を示して、
「最近の日本経済」についての常識を覆している。
　常識。「最近の日本では、所得格差が拡大し
てきており、社会保障制度のおかげで貧困層に
再分配がなされ、平等化が行われている。」け
れども、同氏の研究は、以下の事を主張してい
る。同氏が使用したのは「国民生活基礎調査」
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である。
　１：2000 年代になって以降、日本の所得格
差は拡大していない。そうではなく全般的な貧
困化が生じている。年齢別等の分類でみても格
差拡大は検出できない。
　２：税・社会保障による再分配の影響（所得
格差の縮小、貧困軽減）は、高齢者層には見ら
れるが、それは現役世代からの高齢者層への税・
社会保障制度を通じての所得移転の結果であ
る。当の現役世代内における所得再分配の効果
は小。
　さて、ここで所得格差とは何か検討しておこ
う。人により、その勤労能力、労働意欲には違
いがある。それによって賃金が異なる場合には、
これを所得格差とは言わないであろう、所得差
とはいっても。こうした能力、意欲はその人が
過去に投じた費用や努力、教育、訓練の違いの
結果、生じている事が想定できる。ではどうし
た場合を、所得格差と言うのか。「能力、意欲
において差異がないが、同一の所得機会に恵ま
れない人々がいる場合である。」勿論、天賦の
才に違い（芸術、運動、論理的推論、経営者と
しての才能など）はあるが、これらは分配上の
問題を含むものではないであろう。
　2000 年代に入って、一層深刻に格差が論じ
られてきているのは、カッコを付した内容の格
差が存在するからではないか。勿論、労働市場
がよく機能しているならば、こうした不具合は
摩擦的なものに留まる。そうではないから、「二
重労働市場」という考え方が出てくる。玄田有
史、「人間に格はない」、ミネルヴァ書房、2010
年。（石川経夫、「所得と富」、1991 年。　なお
石川の二重労働市場についての考えは、玄田、
165-168.）
　ところで、以下のような考え方がある。競争
原理が完全に機能していれば真の格差は生じな
い。競争の不完全が格差を生む。従って、規制
緩和が必要なのだ、と。たとえば、日本経済に
見られる、雇用慣行、企業の内と外、つまり正
規従業員と非正規従業員に区別・所得差、正規
従業員であっても男性従業員と女性従業員の
差、また大企業と中小企業の差、地域間格差、
これらを解消するには、規制緩和が必要なのだ。
こうした考え方である。この考えは、ここで言
う「二重労働市場」とは別の議論である事に注
意すべきである。
　けれども労働市場は他の財市場のように機能
しうるものか。高度成長期に様な極端な人手不
足の時期なら別であるが、いったん雇用すれば、
簡 単 に は 人 間 の 雇 用 調 整 は で き な い。
（Employment と言う語は人間だけではなく、
資本、生産要素等をも対象に含む語である。）
アメリカのブルーカラーの layoff は別である。
この場合、先任権制度が事実上成立しているし、
彼らには通常査定はない（後述）。ホワイトカ
ラーについていえば、（小池和男が示したよう
に）長期雇用と言うだけなら、別に日本が特に
目立つわけでもない。日本的経営の肝心な点は
終身雇用、年功制、企業別組合、であると言っ
たのは、アベグレンであって日本人研究者では
なかった。これらはむしろ現象形態であって本
質ではない。
II　二重労働市場、賃金の二重構造
　能力、意欲において、さして差異が無いにも
関わらず、なぜ、経済的に恵まれる人とそうで
ない人は生じるのか。能力・意欲に差がなく同
じように努力する人の間で所得差が生じるの
か。それは正当化できるか。これは J.S.Mill 以
来の経済学における分配と厚生の課題であろ
う。（石川については玄田、前出、参照）。
　節題と通常の日本的経営論を比べても生産的
ではない。企業内外の労働・熟練の形成、対応
する賃金制度を検討しなければならない。ここ
では、その為の見通しを述べる。
　小宮が述べるように、日本企業では学卒時一
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括採用が一般的であるし、熟練は当該企業内で
長期間にわたって形成される。従って企業内の
正規従業員観の競争は激しいものである。当然、
各企業の収益関数は企業ごとにかなり異なる。
（小宮龍太郎、日本企業の構造的・行動的特徴、
I、II、「経済学論集」、54 －２、３．（1988. 7. 
10.）。
　二重労働市場論は、一方で熟練形成の在り方、
他方で能力の一般性から内部労働市場と外部労
働市場を分けて考える。言うまでもなく内部労
働市場は日本的経営における雇用システムの基
礎である。そこでは人事・賃金の年功制、長期
雇用が特徴として現れる。しかし約 20 年にも
及ぶ不況は、企業にこうした制度を継続する財
政的基盤を与え続ける保障を危うくし、事実、
先に見たように正規従業員数、比率は下がり続
けている。当然、逆に非正規従業員は増加を続
け、今では全就業者数の１／３を超えるに至っ
ている。ではこの事は企業の人事、経営にどん
な影響をもたらすか。
　当然のことながら、非正規従業員は一部、そ
の能力・意欲により当該企業にとって組織運営
上、不可欠な人になってくる事は珍しくない。
結果として、先の規制緩和論者の主張とは関係
なく、企業内で、内部労働市場に特有の勤続年
数重視の人事、また個別選抜つまり査定のシス
テムの中に非正規従業員が入ってくる。そうし
た人が企業にとって無くてはならない人材にな
っているからである。ここでは内部労働市場と
外部労働市場は一部重なってきているのであ
る。これは、これからも続く傾向か否か不明だ
けれども、注目してよい。（玄田、前出、５章。）
　外部労働市場について。ここでは、市場への
参加者は、一般的な基準賃金を受け取るだけで
あり、ボーナス等の追加の支払いは無い。雇用
保障も限定的であって、真に柔軟な雇用調整の
対象である（小宮、前出参照）。当然、熟練を
要するような労働に従事するわけではない。熟
練の蓄積も仕事内容の変化向上もない。年齢と
関係なく賃金は一定で working poor の温床で
ある。
　玄田は、この二つの截然と分離されていると
思われていた労働市場が現在、一部、重なって
いる、というのである。高度成長期、内部労働
市場であっても上位層と下位層が存在したのは
言うまでもない。（学歴による選別）。とはいえ、
長い勤務の内には上位層へ内部昇進する例は少
なくなかったという。この上位層と下位層を共
に組織内に抱え続ける事が、企業には困難にな
ってきた。その結果、正規従業員は減らし続け
たが、ブルーカラーと上位層の間で管理業務を
円滑に担当する層がやはり必要で、この部分が
非正規従業員として「長期雇用」の対象になっ
てきている、と言うのである。この層は、賃金
水準は非正規従業員より高く勤続年数によって
昇給する。ただし正規従業員のようには賃金は
高くなく、雇用保障もあいまいである。将来、
内部下位層は非正規従業員化し、待遇はブルー
カラーとの中間になっていくかもしれない。そ
れは先の事なので不確定である。問題は、事実
こうした傾向が見出されるか、である。
　玄田の結果を紹介しておこう。地域間、企業
規模別格差の検証が主たる関心対象だった従来
の二重労働市場論ではなく、否応なく進行する
非正規就業の実態を「就業構造基本調査」（2002
年）、「働き方についてのアンケート」、一橋大
学世代間問題研究機構、などから検討すると、
１：非正規従業員は、勤続年数は一切考慮され
ず、能力差も処遇に反映されない。この外部労
働市場のもたらす見方は事実とは一致しない。
２：無配偶者で非正規就業者の 20 歳－ 49 歳の
場合、中長期就業者が一定程度存在する。３年
以上勤続者が３割以上いるのである。年齢、学
歴、職種、地域と言った要素の影響を除いて検
討していても勤続年数と稼得収入には正の相関
がある。
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　玄田の得た結果は、従来の内部労働市場、外
部労働市場の二分法に疑問を呈している。ただ、
この傾向が、今後の日本の企業の労働組織変化
の前触れであるかは分からない。日本の労働市
場が、企業上位層、中下位層、ブルーカラーと
分節化し産業別組合、マーストリヒト条約の受
け入れに繋がっていくか否か、現在の所、不明
である。現実に起きている事を確認する事が先
決である。
III　成果主義：査定・評価について
　二重労働市場で、内部労働市場では競争は企
業内の査定システムの実態にかかってくるのは
言うまでもない。これまでの玄田の論は正規従
業員では査定が重要で、非正規従業員では査定
は重要視されない。つまり、そのような熟練を
要せず、また、誰が行っても大差ない仕事職務
であり、故に基準賃金以外受け取ることはない。
こういう外部労働についての考えに変更を求め
るものであった。外部労働市場でも査定はあり、
稼得収入は勤続年数と正の相関があった、限ら
れたサムプル数であったが。
　ではもう一方の、内部労働市場の方はどうか。
長期不況の中で日本的経営の弱点が露呈してき
ている。改革が必要だ。こういう主張は折に触
れまことに喧しく主張されてきた。これは事実
か。日本は年功賃金、集団主義、能力に応じて
サラリーに差をつけない等々。その結果、国際
競争におくれを取っている、など。勿論こうし
た主張をする人は、欧米では成果主義が徹底し
ている、個人の働きに応じて待遇に大きな差を
つけてきたのだから、という事を自明の前提に
している。
　小池和男が格好の事例を紹介してくれてい
る。（小池和男、「日本産業社会の「神話」」、日
本経済新聞、2009 年。）　言うまでもなくこの
種の調査は、範囲が限定される。一般化がどこ
まで出来るかは別に検討せねばならない。
　小池は、以下の事例を紹介する。トヨタと
GM がカリフォルニアで合弁事業（自動車組み
立て。）をしていた。現在では勿論解消されて
いる。この合弁企業にトヨタ側から出向して人
事マネージャーをしていた人が、GM からの数
十人の出向者の行う査定を見て、通常言われて
いる事とは逆で、彼等は日本に比べるとあまり
に査定に差をつけない。そこでセミナーの席上、
小池に質問した。「先生、アメリカ人はあまり
査定に差をつけたがりませんね。それはアメリ
カ 企 業 で は 普 通 の 事 で す か。」 と（ 小 池、
31.）。小池はこの質問にこのとき答えられなか
った。その後、アメリカのビジネス・スクール
で教え、この種の事実、労務紛争の調停等に経
験を積んでいる同僚たちと議論して見解をまと
める事が出来た、という。なおここで言う同僚
たちとは、教員であるが人事労務の専門家で、
企業の consultant や仲裁人 arbitrator を務め
て い る 人 た ち で、 企 業 の 内 情 に 詳 し い。
Arbitrator とは事業所と労働組合の係争を、ひ
とりで双方から意見陳述を聞き判定する役割
で、日本では地方労働委員会の仕事をしている
のである。（同、33.）
　なお、小池の調査では「アメリカの生産労働
者には査定がほとんどない。・・・・・してい
る仕事がおなじなら上手下手にかかわらずサラ
リーに差はつかない。成績査定はなく、定期昇
給もない。職場の中で賃金の高い仕事に進むの
は、成績査定がない以上、勤続順」で「入社年
月日であった。」（同、31。この点、先に参照を
もとめた。）。これは事業所別協定でも企業別協
定でも明記していない程強い慣行であるとの事
である。先任権制度も同じである。それゆえ、
アメリカのブルーカラーに対する layoff は日本
の馘首とは異なる。日本では大企業、中小企業、
いずれでも正規従業員ならば査定があるのが普
通である。無いのは、パート、アルバイトであ
る。「日本の方がはるかに広い範囲の人に査定
経営情報学論集　第 17 号　2011.2
－ 117 －
が適用されている。つまり、個人間競争は、も
し査定が少なからず働きぶりに応じているなら
ば、日本が最も厳しいはずだ。この点だけでも
日本の「常識」とは大違いで、日本の人事専門
家の方がどれだけ御存じか、心許ない。」（同、
32.）。
　ホワイトカラーに目を転じよう。この層は査
定があるので。さきの arbitirator たちの意見
では、査定に差をつけないのは、事業所側に差
の根拠の立証責任があるからである。裁判にな
った場合、これはかなり重い負担である。それ
に高度な仕事ほど数字で査定値を出す事など困
難である。それで公式には差をつけない。とは
いえ差をつけないと選抜が出来ない。
　事実にもとづく調査を見てみよう。ここでも
調査対象は少なく、一般化できるか否か問題が
ある。調査対象は exempt 層で、これは労働基
準法にいう残業手当なしの人で、アメリカでは
大卒若手入社で正規従業員ならば、最初からこ
の待遇であるのが普通であるという。言うまで
もなく日本ではこの待遇は課長級以上が普通で
ある。
　この層の待遇について。
　１：仕事給ではない。仕事給とは、仕事の種
類に応じて給与が決まっていて、定期昇給も査
定もない場合である。上手下手の差への報酬が
無い。一定以上の技量を要求するのは言うまで
もないが。
　２：社内資格制でサラリーは決まる。日本の
職能資格に似ている。勿論、当該企業以外では
意味を持たない。また勤続年数が長くなっても
上の社内資格には昇格しない。こうした社内資
格は企業によって違うが、新入社員（正規従業
員）から取締役直前、部長級までで 10 前後が
多い。
　３：社内資格ごとに基本給が一本ではない、
幅がある。従って、下位資格の人でも勤続年数
が長いと、上位資格の勤続年数の短い人よりサ
ラリーが高い事は珍しくない。日本で、日本的
経営、年功制の欠点として喧伝された事である
が、成果主義の本国のごとく見做されてきたア
メリカで、ごく普通に見られる事である。この
幅は 50％ほどが多いという。たとえば 40 万円
～60 万円というように。資格が上になるに従
って、この幅は拡大していくのが普通である。
日本ではこの幅は 20％ほどが多いとの事であ
るが、これを狭くし、隣の職階・資格とは重複
しないように差をつける事が望ましい、という
意見が多い。その根拠として欧米の給与体系を、
その様なものとして主張する人が多い。しかし
アメリカの事実は異なる。
　４：基本給以外にボーナスに当たる部分はあ
るか。これはある。その前に基本給の増加、減
少はあるか、と言うと、これは殆ど無い。
　ボーナスに当たる部分について言うと、部長
級で年収の１／３位、課長級で１／４位。それ
以下では年収の５％未満。
　以上から日本企業の正規従業員のサラリー
は、アメリカ企業に比べて、企業全体あるいは
部門の業績によって大きく差異が出る方式であ
る。
　５：査定。
　アメリカは大企業２社、サービス業大手１社、
の資料。日本は地方労働委員会の資料。以上を
基にした研究から浮かんでくる事実は、以下で
ある。
　アメリカ企業では５段階もしくは４段階の評
価で、５段階評価ならば上から２、３番目の評
価、４段階ならば上から１、２番目の評価が
90～95％を占める。日本の場合、５段階評価で、
上から２、３番目の評価で 70～75％を占め、
最下位評価２～３％ある。アメリカの場合ゼロ。
　部分的とはいえ日本企業の査定はアメリカに
比べ真に厳しく、内部での個人間競争が激しい
事を示している。日本企業の集団主義、集団重
視というのは俗説であるかもしれない。
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　査定の条件実態が日本の方がアメリカより、
オープンである事は分かる。アメリカではこれ
が日本ほどオープンでないのは、1970 年代、
均等法が猛威をふるった影響かもしれない。（小
池、38-43.）。
IV　まとめ
　玄田は正規従業員層の下位層と非正規従業員
層が一部、交錯している事、交流・入れ替えが
ある事を限られた資料からだが、示した。小池
は日本的経営批判の根拠とされてきたいくつか
の議論が、アメリカには根拠を求め得ない事を
示した。
　日本の労働市場はどんな変容を経過するの
か、限られた資料からとはいえ、二人の指摘は
重要である。
